
総務 民生 関係課 項目
目標値

（R6末）
実績

（R6末）
R6末

R7末
見込

実施内容・実績 問題点・課題 次に活かす事

1
パブリックコメント等に
よる町民意見の反映

企画財政 関係課 － － － － －

　主要な計画や条例策定時には
パブリックコメントを実施し、
広く町民の意見を求め、必要に
応じて意見を反映しました。

　計画や条例等の内容により提
出意見数にばらつきがあり、中
には提出意見が0件というもの
もあります。

　今後もさらなる情報の共有
と、頂いた意見の町政への反映
に努めていきます。

2
行政評価（説明責任の徹
底）

企画財政 － － － － －
　決算報告書による事業内容と
実績の報告を行いました。

　ホームページでの公開につい
ては実施できていません。

　今後も決算報告書での報告を
継続するとともに、ホームペー
ジによる公開を行っていきま
す。

3 ホームページ等の充実 企画財政 関係課
ホームペー
ジアクセス
件数

190,000件 296,127件 155.9%

　ホームページの統合など、町
ホームページ上ですべてのコン
テンツを管理することにより、
ウェブアクセシビリティの向上
を図るとともに、オープンデー
タを公開しました。ホームペー
ジアクセス件数は、令和4年度
を除いて目標数値を超えるアク
セス件数となりました。

　令和7年度は歴史民俗資料館
ホームページを、令和8年度に
は柳田國男・松岡家記念館ホー
ムページを町ホームページに統
合し、引き続きウェブアクセシ
ビリティの向上を図ります。

　今後は、SNSを活用した情報
発信を検討していきます。

4
まちづくり出前講座の充
実

総務

「まちづく
り出前講
座」年間実
施回数

50回 48回 96.0%

　町民のニーズに対応したメ
ニューとなるよう出前講座のメ
ニューの見直しを行い、町広
報、ホームページに掲載し周知
に努めました。

　もっと多くの団体で実施して
もらえるよう、講座メニューの
見直しや更なる周知が必要で
す。

　今後も講座メニューの充実に
努めるとともに、広く周知する
ことにより利用者の増加を図り
ます。

5
自立(律）のまちづくりの
推進

地域振興
取り組みを
行う自治会
数

33自治会 33自治会 100.0%
　令和5年度、令和6年度とも、
全33自治会が事業に取り組みま
した。

　全自治会が取り組むようにな
りましたので、更なる地域活性
化に向けた取組内容の検討が必
要となっています。

令和7年度からは防災関連事業
を必須事業するなど、地域課題
解決に向けた事業となるよう見
直しを行いました。今後も各自
治会が地域の活性化のため取り
組めるよう内容の充実に努めま
す。

生涯学集
データバン
ク「まちの
先生」実施
回数

70回 12回 17.1%

　「出前講座」利用団体に「ま
ちの先生」の利用を促すととも
に、過去に利用の多かった団体
にも利用促進を行いましたが、
「まちの先生」実施回数は目標
値を大きく下回っています。

　コロナ禍で大幅に減少した
「まちの先生」実施回数は、コ
ロナ後も回復していません。

コロナ禍以前に利用があった団
体に対し利用促進をするなど、
町民への周知を行い、生涯学習
の機会の充実を図ります。

ボランティ
ア登録団体
数

48団体 31団体 64.6%

アドプト事
業参加団体
数

5団体 1団体 20.0%

7 女性活躍の推進 社会教育 関係課
各種委員会
等への女性
委員登用率

37.0% 25.6% 69.2%

　令和3年度をもって女性委員
会が廃止になったため登用率が
大幅に減少し、令和4年度以降
目標値を大きく下回っていま
す。

　組織や団体に対する委員依頼
時には、役職指定ではなく、幅
を持たせるなど弾力的な運用が
必要であると考えます。
例：●●所長→所長補佐以上

　目標達成に向け、各種団体へ
の委員推薦依頼時や公募委員に
女性の比率を増やすなど、さら
に積極的に登用を促進していき
ます。

8
消防団協力事業所表示制
度の導入

住民生活
協力事業所
数（累計）

7件 0件 0.0%

　認定基準に達した事業所が限
られており、メリットもないこ
とから、実績は0件となってい
ます。

　メリットがないことにより積
極的な推進ができておらず、制
度のあり方に課題を残していま
す。

　他市町の成功事例に倣った他
の仕組み作り（見直し）を検討
します。

第６次実施計画の項目

進捗確認と振返り

　ボランティア、アドプト事業
については、新規の団体の登録
や参加が少なく、目標値を下
回っています。

目標達成度（％）担当部門 目標 振返り

6

　新規団体の登録が少なく、既
存団体についても年々高齢化が
進んでいます。

　今後も、町広報やホームペー
ジ等を活用して事業への理解を
促し、参加団体を1団体でも増
やすことにより、参画と協働の
推進に努めていきます。

地域力の活用 地域振興 関係課
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9
情報セキュリティ対策と
利便性の向上

企画財政 － － － － －

　令和4年度に三層分離による
セキュリティ対策機器等の更新
を実施するとともに、メール無
害化システムを導入し、イン
ターネット閲覧速度の改善や
メール受信時のセキュリティ向
上など業務の利便性・効率性が
向上しました。また、町の情報
セキュリティ対策基準を改定
し、外部監査を実施するなど、
セキュリティポリシーの遵守に
努めました。

　年々進化し続けるサイバー攻
撃に対する情報収集と対応や、
職員のセキュリティ意識の向
上、セキュリティと利便性のバ
ランスが課題です。

　今後も情報システムの利便性
の向上に努めるとともに、適切
なセキュリティ対策を実施しま
す。

10
マイナンバー制度活用策
の拡充

住民生活 関係課

マイナン
バーカード
申請者数
（累計）

17,500人 18,256人 104.3%

　マイナポイント制度の普及に
より申請数が急増し、目標数値
を上回る実績値となっていま
す。また、令和7年度、教育・
保育施設の利用申込み及び学童
保育入園申請について、マイナ
ポータルを活用した電子申請を
開始しました。

　マイナンバーカードの作成は
義務化されていないので、最後
まで作られない人がいると思わ
れますが、著しくサービスに差
が出ないよう注意が必要です。

　今後は、町民の更なる利便性
の向上に向け、各課でマイナン
バーカードの新たな利活用につ
いて検討していきます。

11 行政手続きのデジタル化 住民生活 関係課 － － － － －
　住民の利便性向上に資する行
政手続のオンライン化に取り組
みました。

　マイナポータルで対応してい
ない各種行政手続をオンライン
化するためのサービス導入検討
が課題です。

　今後も引き続き、オンライン
化できる手続を検討します。

12
電子決裁の導入とペー
パーレス化の推進

総務
企画財政
出納

用紙使用量 1,500,000枚 2,271,057枚 66.0%

　令和2年度の電子決裁導入以
降、資料のデータ化などで用紙
使用量は減少傾向にあり、一定
の成果が表れていますが、目標
値を下回っています。また、令
和5年度のペーパーレス議会シ
ステム導入に伴い、議員及び幹
部職員用タブレット端末を整備
するとともに、LGWAN回線の無
線化を実施し、各種会議時の
ペーパーレス化を推進しまし
た。

　電子決裁の導入により一定の
成果は出ていますが、職員が利
用しているパソコンがデスク
トップのため会議等でのペー
パーレス化は取り組めていない
状況です。また、用紙使用量の
削減とともに、創意工夫により
カラー印刷枚数の削減に取り組
む必要があります。

　今後も業務の効率化及びコス
ト削減のため、引き続きペー
パーレス化の推進に取り組んで
いきます。

13
行政事務等のオンライン
化

税務 住民生活 関係課 － － － － －

　令和2年度に法務局との登記
済通知オンライン化、令和3年
度に法務局との差押登記嘱託等
オンライン化の各手続きは完了
しました。また、令和6年度に
AI音声文字起こしツール「ログ
ミーツ」を導入し会議録等作成
にかかる事務の効率化を図りま
した。

　現状、登記済通知の受取った
データを税務システムに取込む
機能がなく利活用できていない
ため、効率化に繋がっていませ
ん。

　令和9年度予定の基幹業務シ
ステム標準化に合せて、登記済
通知の受取りデータを税務シス
テムに取込む機能を実装予定
で、今後も事務の効率化を図っ
ていきます。

14 公共交通サービスの充実
まちづくり

福祉
－ － － － －

　鉄道や路線バスといった幹線
系統との接続を勘案した時刻表
の検討や、公共交通総合時刻表
の各戸配布を実施しました。
「ふくひめ号」の運行日当たり
の平均利用者数は、本格運行を
開始した令和3年度は49.5人で
したが、令和6年度には93.6人
に増加しています。

　「ふくひめ号」本格運行開始
以降、利用者は増加し、課題と
していた連携便の利用者も増加
しましたが、通勤便と比べて少
ない状況となっています。

　引き続き、利用者のニーズに
沿った持続性の高い運行を図る
とともに、モビリティマネジメ
ントを継続的に実施し、利用促
進を図っていきます。
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15 広域連携の推進 企画財政 関係課 － － － － －

　姫路市が中心となって形成す
る播磨圏域連携中枢都市圏で
は、連携事業として図書館の相
互利用や職員研修などを実施し
ました。神崎郡3町による次期
ごみ処理施設については、用地
造成工事の完了（令和7年度予
定）後、本格的に施設建設を開
始する予定です。水道事業で
は、令和6年度から神崎郡3町合
同で水道メーターの共同購入を
開始しました。

　播磨連携中枢都市圏での連携
事業は姫路市が中心となって施
策展開されているものがほとん
どであり、現状、人材面や財政
面から、町からの積極的な連携
事業の立案や展開が困難な状況
です。

　今後も、令和6年度に一部変
更した連携協約により実施され
る第3期ビジョンに基づき、各
種事業連携に取り組んでいきま
す。また、町にとってメリット
のある連携については積極的に
検討していきます。

16 官民連携の推選 企画財政 関係課 － － － － －

　官民連携については、令和3
年度には大塚製薬（株）、令和
4年度には郵便局、また、もち
麦振興について神戸医療未来大
学と（株）寺尾製粉所、令和6
年度には明治安田生命との協定
を締結しています。文化観光ま
ちづくり協議会では、（株）
PAGEなどと連携し、協議会を開
催して意見交換や施策展開を
図っています。

　民間企業との連携について
は、双方にメリットのある事業
提案がなければ有名無実化して
しまうこともあり、安易に連携
協定を結んでも実利を得ること
ができない可能性を考慮する必
要があります。

　今後も、連携事業の実施な
ど、民間活力を取り入れながら
地域の活性化に努めていきま
す。

17
町税等のコンビニ収納の
導入

税務 上下水 － － － － －

　令和3年度から町税等のコン
ビニ収納、スマホ決済の実施、
令和5年度から地方税統一QR
コード(eL-QR)を利用したクレ
ジットカード等支払い（固定資
産税・軽自動車税）に対応して
います。

　利用できる上限金額が納付書
1枚あたり30万円以下と設けら
れており、また、取扱手数料が
割高、上昇傾向にあることか
ら、コスト面から考えると必ず
しも効率的であるとはいえませ
ん。

　令和7年度から税務課窓口に
キャッシュレス決済対応のPOS
レジシステムを導入し、設置す
る予定で、さらなる利便性の向
上に努めていきます。

18
行政手続きの簡素化（押
印廃止）の推進

総務 住民生活 関係課 － － － － －
　令和3年度以降、段階的に押
印を廃止しています。

　押印廃止については、適時見
直しを行いつつ、オンライン申
請の導入など業務改善を進める
必要があります。

　行政手続きの簡素化について
は、適時見直しを行い、申請書
等の押印や記入箇所については
必要最低限のものだけとし、オ
ンライン申請の導入など、手続
きの簡素化に向けた検討を進め
ていきます。

19 ごみ減量化の推進 住民生活
可燃ごみ処
理量（令和
元年度比）

△412t △529t 128.4%

　適正なごみ分別の徹底や集団
回収への協力、ごみ減量化機器
購入補助金の活用などの呼び掛
けなどにより、可燃ごみ処理量
は、令和5年度以降目標値を上
回る減少率となっています。

　ごみの減量化については終わ
りがないため、広報やホーム
ページを使った啓発活動を継続
して行っていく必要がありま
す。

　今後は、次期ごみ処理施設の
稼働に向け、製品プラスチック
の分別やごみ有料化を検討する
など、さらなるごみ減量化に努
めます。

20
公共施設等照明のＬＥＤ
化の推進

総務 まちづくり 関係課
道路照明の
LED化率

36.0% 43.8% 121.7%

　庁舎照明器具のLED化につい
ては、令和3年度から段階的に
進めており、令和9年度に完了
予定としています。道路照明の
LED化についても計画的に実施
しており、LED化率は令和３年
度以降目標値を上回っていま
す。

　蛍光灯の生産が2027年末に終
了しますが、照明等のLED化が
未実施の公共施設が多数残って
います。

　令和7年度にLED化未改修分を
全てリースにより整備する予定
で、これにより道路照明LED化
が完了します。今後、公共施設
の照明等のLED化を更に進めて
いきます。

21 各種助成金等の見直し 企画財政 関係課 － － － － －

　令和6年度に、町単独で実施
している事務事業や補助金等の
見直しを行い、17事業、総額
550万円の削減を行いました。

　見直しにあたっては、町民
サービスを過度に低下させない
よう考慮するとともに住民の理
解を得る必要があります。

　今後も継続して事務事業の見
直しを進めていきます。

22
会議のルール化と時間短
縮

企画財政 － － － － －

　会議の目標時間の設定や会議
のルール化などについて職員に
周知しましたが、目標値の「会
議の目標時間：最大2時間」は
浸透しませんでした。

　それぞれの会議の内容や性質
により一律に会議の最大時間を
設定することは困難です。

　今後も、会議の目的の明確化
や、会議の内容に応じた目標時
間の設定、ペーパーレス化の推
進など、会議時間の短縮と事務
の効率化を目指します。
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23
業務カイゼンの推進（職
員提案の促進）

企画財政
採用する職
員提案数

1件以上 1件 100.0%

　目標値は達成しています。令
和3年度は7件の提案、令和4年
度は3件の提案、令和5年度は2
件の提案、令和6年度は7件の提
案がありました。

　出された提案については、実
現可能性があるものについては
対応していますが、予算を伴う
改善提案などについては、容易
に採用ができない状況です。

　今後、提案件数が増えるよう
な仕組みを検討していきます。

24 組織体制の最適化
総務

企画財政
女性管理職
登用率

20.0% 28.0% 140.0%

　令和4年度には、「ほけん年
金課」を新設し、医療部門と保
健センター部門を健康福祉課か
らほけん年金課に移管しまし
た。令和7年度には、地域包括
支援センターをほけん年金課に
移管し、保健センターとの一体
的な体制を整えました。また、
女性管理職の登用を積極的に行
い、登用率は、令和4年度以降
目標値を上回っています。

　定年引き上げ等を踏まえた組
織体制の検討が必要となりま
す。また、すべての職員の働き
やすさを見据えた上で、女性職
員の活躍を推進していくことが
必要です。

　今後も引き続き組織体制の見
直しを検討するとともに、女性
職員の活躍に向けた取り組みを
進めつつ、多様な職員がその能
力を十分に発揮できる組織づく
りを行います。また、定年引き
上げによる高齢期職員の活用や
知識、技術、経験を継承できる
体制を構築します。

25 人材育成の推進 総務
職員の研修
派遣割合

50%以上 56.3% 112.6%

　職員の研修派遣割合は、令和
4年度以降目標値を上回ってい
ます。兵庫県自治研修所、播磨
自治研修協議会、兵庫県町村会
等が主催する研修への派遣を
行っています。事前に研修内容
を周知し、希望を募ることでよ
り効果的な研修となるよう努め
ています。町が主催する研修で
は、その時々の課題解決を図る
ための研修内容を設定し取り組
んでいます。

　目標とする派遣割合（量）に
加え、研修派遣を行った効果
（質）を求めることが重要で
す。兵庫県自治研修所等の研修
派遣に加え、人材育成の観点か
ら、民間の研修を取り入れる、
職員のニーズを正しく把握する
など、より積極的な研修派遣が
課題となります。

　令和7年度からは新任向け職
員研修を再開（前回開催平成27
年度）する予定です。今後も、
積極的に研修機会を設け、住民
サービスの向上を図ります。

26 人事評価の活用 総務 － － － － －

　令和4年度評価結果を令和5年
度（令和6年1月1日昇給分から
反映）の昇給に反映するととも
に、人事評価を昇給にも適用す
るにあたり、同僚や部下、連携
している他課の職員など、様々
な角度から評価を行う「多面評
価方式」の本格運用を行いまし
た。

　評価の客観性や公平性の確保
が課題です。また、事業を展開
する課（業績目標を設定しやす
い業務）と内部管理やルーティ
ン業務（業績目標を設定しにく
い業務）を担う課との間の不公
平感の払拭が課題です。

　業績が出にくい課でも、業務
改善を重視した目標設定（業務
の時間短縮につながる工夫や効
率的にできる業務マニュアルの
提案等）を行い、評価結果の不
公平感をなくしていきます。ま
た、人事評価の結果を基に、能
力・実績に基づく人事管理を行
うことで、組織全体のモチベー
ションを高め、公務能率の向
上、ひいては住民サービスの向
上につなげていきます。

27 職員の定員適正化 総務 － － － － －

　第5次定員適正化計画では、
課の業務を平準化することに
よって組織の活性化を図り、よ
り細やかな行政サービスの提供
に努めました。令和5年3月には
第6次定員適正化計画を策定し
ました。

　土木職などの専門職の採用に
ついては、求職者の絶対数が少
ない中、民間企業との取り合い
となっています。

　住民の価値観の多様化に伴う
行政需要の変化に適切に対応し
つつ、安定的な行政サービスを
提供できる定員管理に取り組み
ます。

28
特別職･一般職の給与等の
適正化

総務 － － － － －
　特別職報酬等審議会は、平成
28年度の開催を最後に開催して
いない状況です。

　審議会は、特別職の報酬等に
ついて経済情勢や県内各町の動
向を踏まえて不断に検討してい
くため定期的に開催することが
望まれますが、社会情勢及び町
の財政状況を踏まえ開催してい
ません。

　今後は、厳しい財政状況が続
いていることを念頭に置き、特
別職報酬等審議会の開催によ
り、特別職の報酬の見直しにつ
いて検討していきます。
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29
業務量に応じた適正な人
事配置

総務 － － － － －

　人事ヒアリングを通して、職
員の能力や適性、希望する職務
等を把握し、人事異動にできる
限り反映させることで職員の意
欲を喚起し、それぞれの職場で
遺憾なく能力が発揮されるよう
人事配置を行っています。

　係により業務量に偏りが見ら
れ、業務量の平準化が図れてい
ません。

　今後は、再任用職員、会計年
度任用職員を含めた職員全体に
ついて、業務量に応じた適正な
人員配置を検討していきます。

30
ワーク・ライフ・バラン
スの充実

総務

職員一人あ
たりの年次
休暇取得日
数

10日以上 10.4日 104.0%

　令和4年6月に福崎町人材育成
基本方針を改訂しました。この
取組の中で働き方改革を推進し
ています。リモートワークにつ
いては、県の「テレワーク兵
庫」を利用し、希望者にテレ
ワークができる環境を整えてい
ます。年次休暇取得日数は、取
得促進の啓発により、令和6年
度は目標値を上回りました。

　近年、家族構成の変化、夫婦
共働きによる子育てと仕事の両
立が課題となっています。育児
休暇関連の制度が適用されない
就学後の子育て世代の働き方が
課題となります。遅出早出勤務
等、活用できる制度を積極的に
示しながら、職員の労働環境の
支援を行う必要があります。

　今後も、個々のライフスタイ
ルや子育て、親の介護、地域活
動など、仕事と家庭の両立に向
けた多様な働き方が実現できる
環境の整備に取り組みます。

月45時間以
上の時間外
勤務が年間
3ヶ月以上の
職員数

5人以下 14人 35.7%

時間外勤務
が年間360時
間以上の職
員数

3人以下 19人 15.8%

32 町税等の収納強化 税務 関係課
町税等の収
納率

－ － －
　町税等の収納強化については
概ね目標に沿う成果を得られま
した。

　相続登記未了不動産の滞納案
件、外国人の一時滞在後の国外
転出で即時消滅すべき滞納案件
等が増加している状況です。

　引き続き滞納整理に鋭意取り
組み、滞納者によっては文書や
電話等による催告、差し押さえ
を行っていく等、滞納の早期解
消に努めます。

33 普通財産の活用･処分 企画財政 売却物件数 3件以上 0件 0.0%

　令和3年度に一般競争入札を
実施し、その後、普通財産5件
について、先着順売却情報を継
続してホームページに掲載して
います。ホームページの情報や
現地の看板を見て、土地につい
ての問い合わせを受けることは
あるものの、売却には至ってい
ません。

　売却可能な普通財産の中で
も、立地、面積、形状、土地利
用の法的な制限があるなど、活
用しにくい土地が残っているた
め、興味を示す方が非常に少な
い状況です。

　令和7年度に馬田の普通財産
整地工事を行います。今後も、
自主財源確保のため、現在先着
順売却を行っている土地以外の
普通財産についても売却を検討
していきます。

34 広告収入等の確保 企画財政 関係課
ホームペー
ジバナー広
告件数

20件 3件 15.0%

　新たな財源の確保と地域の活
性化（企業PRやイメージアッ
プ）を目的として、福崎町ホー
ムページのトップページにバ
ナー広告枠を設け広告を募集し
ていますが、年々バナー広告件
数が減少しており、目標値を大
幅に下回っています。

　新規バナーの広告申請が少な
いことが課題です。費用対効果
が見込めないと考えられている
ことが原因と考えます。

　今後も、バナー広告の募集を
行うとともに、町有施設のネー
ミングライツについて検討し、
自主財源の確保を図っていきま
す。

35
ふるさと応援寄附金事業
の充実

地域振興
ふるさと応
援寄附金額

120,000千円 113,546千円 94.6%

　新たな返礼品や事業者の開拓
につとめ、着実に寄附額を伸ば
している状況です。令和6年度
には、ふるさと納税プロジェク
トチームを設置し、委員からの
様々な助言等を活かしながら、
チーム一丸となって事業を進め
た結果、寄附額は目標値に近づ
いてきています。

　魅力ある返礼品の掘り起こし
や、わかりやすいポータルサイ
トの改良に取り組む必要があり
ます。

　令和7年度には中間委託業者
を変更し、より地域に密着した
展開でさらなる寄附金額の増大
を目指しています。今後も新規
事業者の開拓を進め、プロジェ
クトチームや代行事業者と連携
して更なる増収に努めます。

　令和4年度にエコアクション
デー（毎週水曜日）PCシャット
ダウンを導入し、定時退庁を徹
底するとともに、職員一人ひと
りが業務の効率的な遂行を心が
け、日頃の仕事において時間外
勤務を縮減するよう意識付けを
行いました。

　時間外勤務を縮減するよう意
識付けを行いましたが、長時間
の時間外勤務を行っている職員
数は目標値を大きく上回ってい
ます。（年度により給付金事務
や選挙等の突発的な業務が生
じ、時間外が増えるケースがあ
ります。）

　今後は、仕事の年間スケ
ジュールや業務処理計画をた
て、効率的な事務遂行を図りま
す。時間外勤務が必要な場合
は、特定の職員に時間外勤務が
偏らないよう、管理職をはじめ
として職場全体で取り組みま
す。

31 時間外勤務の縮減 総務
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36 受益者負担の適正化 企画財政 関係課 － － － － －

　使用料・手数料等の見直しの
方針に基づき、令和2年度に使
用料・手数料の見直しを実施し
ています。

　物価高騰の影響により施設改
修に係る費用は増大傾向にある
ため、住民サービスの提供と財
政負担の適正なバランスを検討
する必要があります。

　令和7年度に町有施設等の使
用料・手数料の見直しを検討す
る予定です。

37
統一基準公会計財務書類・固
定資産台帳の公表及び活用

企画財政 － － － － －

　財務書類・固定資産台帳は、
毎年1年遅れで作成している状
況で、当初予算への反映など活
用には至っていないのが現状で
す。

　財務書類・固定資産台帳を作
成するには専門的な知識の習得
が必要かつ事務量が膨大である
ため現状の作成方法では職員の
異動時に事務の遅延が発生する
可能性があります。

　令和7年度に公会計システム
の入替を実施することで効率的
な作成を行い、財務書類・固定
資産台帳を早期に作成すること
により、施設更新マネジメント
へ活用していく予定です。

38
公共施設マネジメントの
推進

企画財政 － － － － －

　令和5年度に福崎町公共施設
等総合管理計画を改訂しまし
た。各施設の個別計画について
は、建替や増築から既存施設の
長寿命化へシフトした内容へ改
訂を進めました。

　施設の老朽化が進んでいるた
め、維持管理費用の増加が見込
まれます。

　今後は、公共施設等総合管理
計画に基づき、施設の長寿命化
により費用を抑えつつ、施設の
統合・廃止など、総数の見直し
にも取り組んでいきます。

39 地方債残高の縮減 企画財政
実質公債費
比率

10.5% 13.2% 79.5%

　令和3年度は目標値を下回る
9.8％でしたが、地方債の元利
償還金の増加等により、令和4
年度11.2％、令和5年度12.3％
と年々増加しています。

　大型事業の町債の元金償還が
始まるとともに、利率が上昇傾
向にあるため、利子負担が増加
しており、公債費総額が増加し
ています。

　今後、次期ごみ処理施設の建
設、中播消防署建替、町道福崎
駅田原線の延伸など、投資的経
費の増加により実質公債費比率
が上昇してくことが予想されま
すが、有効な起債の採用、ふる
さと応援基金の活用等により、
公債費の適正化に取り組んでい
きます。

40
選択と集中による予算編
成

企画財政 － － － － －

　国県等補助金や、ふるさと応
援基金の活用、有利な起債の採
用などにより、一般財源の抑制
に努め、令和7年度予算は財政
調整基金の繰入が前年度より約
1億2千万円減少しました。

　人件費等の経常経費の増加
や、令和7年度以降も次期ごみ
処理施設の建設、中播消防署建
替、町道福崎駅田原線の延伸な
どにより投資的経費が増加し、
多額の財源不足が見込まれま
す。

　今後も選択と集中による予算
編成を徹底し、より一層、効果
的・効率的な財政運営に努めま
す。

41
特別会計の健全経営の維
持

税務
福祉

ほけん年金
－ － － － －

【国民健康保険事業】 ほけん年金

保険者努力
支援交付金
に係る評価
指標合計点

県平均以上
458点

(県平均 459点)
99.8%

　医療費適正化に向けた取組の
実施により、令和7年度
(R6.12.27確定)の保険者努力支
援交付金に係る評価指標合計点
は県平均を上回っています。ま
た、特定健診受診率は令和2年
度の36.6％から令和6年度は
42.2％に向上しました。

　特定健診受診率・特定保健指
導実施率の評価項目の得点率を
伸ばしていく必要があります。

　今後も県平均以上の得点を目
指す他、第3期データヘルス計
画・第4期特定健康診査等実施
計画に則り、令和11年度までに
国保被保険者の特定健診受診率
50％を目指します。

【後期高齢者医療保険事
業】

ほけん年金 － － － － －
　保険料の徴収強化については
概ね目標に沿う成果を得られま
した。

　無年金者、少額年金者の滞納
が常態化しているケースが見受
けられ、個別対応を検討する必
要がある状況です。

　引き続き滞納整理に鋭意取り
組み、滞納者によっては文書や
電話等による催告、差し押さえ
を行っていく等、滞納の早期解
消に努めます。
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保険者機能
強化推進交
付金に係る
評価指標合
計点

県平均以上
242点

(県平均 223点)
108.5%

保険者努力
支援交付金
に係る評価
指標合計点

県平均以上
249点

(県平均 251点)
99.2%

42
公営企業会計の健全経宮
の維持

上下水 － － － － －

【水道事業】
経常収支比
率

100.0% 101.9% 101.9%

　経常収支比率は目標値の
100％を上回っており、健全な
経営状況となっています。ま
た、令和5年度に料金体系の改
定を行いました。

  純利益は黒字を確保している
ものの、大型事業の実施による
減価償却の増加と物価上昇の影
響で、今後経営は厳しくなると
予想されます。

　今後も安定した持続可能な水
道事業の運営に取り組んでいき
ます。

【工業用水道事業】
経常収支比
率

110.0% 103.9% 94.5%

　令和6年度の経常収支比率は
目標値を下回っていますが、
100％以上を確保できていま
す。

　令和6年度に上下水道事業審
議会において適正な工業用水道
料金について審議いただき、平
均22.02％の料金引き上げが望
ましいとの答申を得ました。今
後は、給水条例の一部を改正
し、安定的な運営を目指すとと
もに、引き続き管路の耐震化に
ついて検討を進めていく必要が
あります。

　工業用水道のユーザーに対
し、経営状況などの情報提供を
随時行い、理解を得ながら持続
可能な運営に取り組んでいきま
す。

【下水道事業】
経費回収率
（公共下水
道）

72.0% 55.9% 77.6%

　経費回収率は目標値を下回っ
ていますが、令和6年度に上下
水道事業審議会において適正な
下水道使用料について審議いた
だき、使用料の改定が必要であ
るとの答申を得ました。

　令和7年10月から使用料を平
均14.23％引き上げることによ
り経費回収率は改善する見込み
ですが、建設物価上昇などの影
響で、今後、見込みとの乖離が
生まれる可能性があります。

　今後も継続して下水道使用料
の見直しの検討を行っていきま
す。

計 33 14 15

　地域介護予防活動補助金交付
団体数は、令和3年度41団体か
ら令和6年度50団体に増加して
います。また、緩和サービス実
施回数は令和3年度247回から令
和6年度395回に増加していま
す。これら等により評価指標の
合計点は目標値である県平均程
度に上昇しています。

【介護保険事業】

　要支援者に対しては、自宅で
自立した在宅生活を送れるよう
介護予防・日常生活支援総合事
業によるサービスを提供し、在
宅支援を促していきます。要介
護者に対しても、介護サービス
を提供しながら在宅生活を支援
していきます。

福祉
ほけん年金

　地域社会の希薄化、核家族
化、ライフスタイルの変化によ
る地域活動への参加減少や担い
手不足などが課題になっていま
す。


